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１ 公募の概要等 

（１）本公募の趣旨  

千葉市高齢者保健福祉推進計画（令和３年度～令和５年度）等に基づき、本市の介護保険事業の

基盤を整備する必要があることから、より良いサービスの提供が期待できる事業者を選定するため、

公募を実施します。 

 

（２）募集概要  

ア 募集するサービスの種類 

小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護又は 

看護小規模多機能型居宅介護 

※ 認知症対応型共同生活介護事業所と併設することも可能とします。 

 

イ 募集数 

２事業所 

（併設する認知症対応型共同生活介護は、１事業所につき３ユニットまでとする。） 

※審査の結果、募集数を下回る応募であって不選定となる場合があります。 

※募集地域の各日常生活圏域において、１事業所を限度とします。 

 

ウ 募集地域 

（ア）市街化区域 

（イ）市街化調整区域の一部（駅の中心から３キロメートル以内の範囲内に限る。） 

※駅とは、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第８条第１項の鉄道施設又は軌道法（大正１０

年法律第７６号）による軌道施設とします。 

 

〈募集地域の日常生活圏域別町名〉 

区 圏域 

中央区 

第２圏域（旭町 亀井町 亀岡町 栄町 新宿 新田町 新町 神明町 千葉港 中

央 中央港 鶴沢町 出洲港 道場南 問屋町 東本町 富士見 本町 都町 本千

葉町） 

第３圏域（青葉町 市場町 稲荷町 亥鼻 葛城 寒川町 末広 千葉寺町 長洲 

港町 矢作町） 

第５圏域（生実町 塩田町 新浜町 浜野町 南生実町 村田町） 

花見川区 
第２圏域（天戸町 柏井１丁目 作新台 長作町 長作台 花島町 花見川） 

第４圏域（朝日ケ丘１～３丁目・５丁目 西小中台 畑町 宮野木台１丁目） 

若葉区 

第４圏域（大井戸町 大草町 太田町 小倉町 小倉台 御成台 小間子町 金親町 

上泉町 御殿町 坂月町 更科町 下泉町 下田町 旦谷町 千城台北 千城台西 

千城台東 千城台南 富田町 谷当町） 

第５圏域（五十土町 和泉町 大広町 大宮町 大宮台 川井町 北大宮台 北谷津

町 古泉町 佐和町 高根町 多部田町 中田町 中野町 野呂町） 

緑区 
第３圏域（あすみが丘 あすみが丘東 板倉町 大木戸町 大椎町 大高町 大野台  

越智町 小山町 土気町 上大和田町 下大和田町 高津戸町 小食土町） 
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美浜区 第１圏域（中瀬１丁目 ひび野１丁目 真砂 若葉） 

 

エ 事業用地 

（ア）自己所有地・借地を問いません。 

（イ）利用者の家族や地域との交流の機会が確保される地域にあることを条件とします。   

（１２（２）（看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所立地イメージを参照。） 

（ウ）事業用地は、公募時に抵当権（根抵当権を含む）等の事業所存続の支障となりうるような第

三者の権利設定が無いことを条件とします。 

（エ）事業用地を借用し、建物を建設することで事業を開始する場合は、賃貸借予約契約書等が必

要です。また、新たに事業用地を購入する場合、選定前に土地の購入をする必要はありません

が、審査時は土地の売買確約書等により、事業用地の確保を確認します。 

（オ）都市計画法、建築基準法、消防法、農地法等により定められる接道条件、農地、林地等の規

制について、各開発関係部局と必ず確認・相談を行ってください。 

 

オ 募集の要件 

（ア） 利用者は、原則として千葉市介護保険被保険者に限定すること。 

（イ）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所においては、介護予防

の指定も受けること。 

（ウ）（看護）小規模多機能型居宅介護の通常の事業実施区域は、所在地の区とすること。ただし、

サービスに支障が無い場合は周辺地域へのサービス提供を可能とする。 

（エ）事業を実施する法人（当該法人の役員等のうちに暴力団員（暴力団員等による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）に該

当する者がない場合に限る。）であること。（法人設立予定のものを含む。） 

（オ）「千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平

成２４年千葉市条例第６５号）及び「千葉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条例」（平成２４年千葉市条例第６０号）など介護保険関係等の基準

を満たし、その他の都市計画法、建築基準法、消防基準法等の関連する法令などにも適合して

いること。 

（カ）介護保険法第７８条の２第４項及び第６項並びに第１１５条の１２第２項及び第４項に規定 

する欠格事項に該当しないこと。 

（キ）既存建築物を活用するときは、建築確認済証及び検査済証の交付を受けていること。また、

新耐震基準（昭和５６年６月施行）に基づく建物であること。（耐震診断や耐震改修工事等によ

り耐震基準を満たすことが確認された場合を含む。） 

（ク）建設計画については、近隣住民への説明会等を必ず行い、事前に十分な理解を求めること。

また、この公募申込みの時点において説明を終えている必要はないが、公募申請書を提出する

際には、必ず自治会等を構成する近隣住民の方々の理解を得るようにすること。 

（ケ）選定後は、速やかに施設設置に係る事前協議を開始するとともに、条件が整い次第整備に着

手すること。原則令和５年４月１日までに事業者指定を受けること。（令和５年３月１５日まで

に事業者指定に係る審査を受けること。）期日までに指定を受けることが困難な場合は、介護保

険事業課と協議を行うこと。 

（コ）サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームに併設しないこと。 
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（サ）（看護）小規模多機能型居宅介護は、訪問・通い・宿泊の機能を組み合わせてサービスを提供

するという点で、他のサービス種別以上に、高度な専門性や運営の安定性が必要となることか

ら、現在（看護）小規模多機能型居宅介護を運営している法人が応募する場合、以下の条件を

満たしていること。満たしていない場合は（看護）小規模多機能型居宅介護の安定的運営、専

門性の確保に向けて注力していただくため、応募対象外とする。（千葉市内外を問わず） 

・これまでの公募で選定された（看護）小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、公募時に

提案した人員配置・登録定員・利用定員を概ね満たしていること。 

・（看護）小規模多機能型居宅介護の１年以上の運営実績があること。 

（シ）本公募への応募時点において、正当な理由がなく本市及び他自治体において当該サービスの

人員、設備及び運営に関する基準を満たしていない事業所を運営している法人は、本公募に応

募できません。 

（ス）（看護）小規模多機能型居宅介護事業所の整備に対して千葉市からの補助を実施する予定です。

併設する認知症対応型共同生活介護事業所の整備に対しての補助等はありません。但し、補助

金は、県との協議により決定されることから、公募途中において、募集数を変更する可能性や

補助金を交付されない可能性があります。 

 

２ 敷地について 

（１）敷地は、事業の継続性から法人が自己所有することが望ましいです。ただし、土地の確保が困難

であると認められる場合は、次に定める要件を満たす場合に、民間からの借地による整備を行うこ

ととしてください。 

ア （看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所を経営する事業の

存続に必要な期間の地上権又は賃借権を設定・登記すること。（※１） 

イ あらかじめ抵当権等が設定されていないこと。 

ウ 賃借料は、法人経営の安定性の確保や社会福祉事業の特性に鑑み、無料又は極力低額であること。 

エ 法人が寄付金等、また、法人及び施設の収支計画で十分に負担できるなど、賃借料を長期間にわ

たって安定的に支払う能力があること。 

 ※ 選定事業者と建物所有者が賃貸借契約を行う場合には、建物の賃貸借期間が１０年以上あること

を条件とします。また、この場合には、開設準備経費補助金のみ受ける若しくはいずれの補助金

も受けないのであれば、地上権又は貸借権の設定・登記を要件といたしません。 

 

（２）事業計画書の提出の際には、敷地の確保の確実性を証するものとして、次のいずれかの書類が必

要になります。 

ア 敷地を個人等から寄付を受ける場合は、土地の寄付承諾書等。 

イ 敷地を購入する場合は、土地の売買契約（確約）書、その敷地を購入するための資金の贈与契約

（確約）書等及びその資金の出所を証する書類（市が指定する日の残高証明書等）。 

※ 整備事業者として選定される前に土地を購入しておく必要はありません。 

 

（３）埋蔵文化財の有無、農地法・都市計画法・開発行為に係る市条例その他の土地利用に係る規制に

ついては、あらかじめ調査の上、担当部局と調整を図ってください 
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（４）事業計画等については、地元住民等関係者からの理解を得られるよう、十分な説明を行うことが

必要です。地元自治会及び隣接住民（地権者）に関しては、説明経過が分かる調書（任意様式）と、

可能な限り同意が確認できる書類を提出してください。 

※ ９ 近隣住民等への説明会等の実施について を参照。 

 

（５）注意事項 

ア 土地の取得前に設定されている抵当権等は、公募申請書提出時までに、確実に抹消できること。 

イ 当該施設を整備するための土地の購入、施設の建設に関して借入を行い、当該土地及び整備し

た建物を、被担保債権とする抵当権を設定することについては、借入金償還計画表「様式１３」

に基づき、市が事業運営に支障がないと認めた場合に限り認めます。（根抵当権は一切認めませ

ん。） 

ウ 高齢者施設として、防災の観点から適した環境にあること。 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域等については、安全上及び避難上の万全な対策等必要な措置 

を行うことを条件とします。 

 

３ 応募の方法  

（１）応募に係る提出書類 

  公募に応募する場合、以下の書類を提出する必要があります。 

  ア 令和４年度地域密着型サービス事業者公募申請書 

  イ 付表（小規模多機能型居宅介護の場合は「付表３」及び 

看護小規模多機能型居宅介護の場合は「付表８」） 

※ 認知症対応型共同生活介護事業所を併設する場合は、認知症対応型共同生活介護「付表４」 

 ウ 本公募に係る添付書類 

    参考書類「添付書類一覧」のとおり 

※ 提出書類についての詳細は、別添「提出書類一覧」をご覧ください。 

 

（２）提出期間 

令和４年７月１日（金）～令和４年７月２６日（火）（土・日・祝日を除く） 

午前９時～午後５時 厳守 

※ 提出にあたっては、必ず令和４年７月１５日（金）午後５時までに提出の予約をしてください。

この時までに予約が無い場合は、公募申請書の受付をいたしかねますので、十分にお気を付けく

ださい。 

 

（３）提出場所 

   千葉中央コミュニティセンター１階 介護保険事業課 

 

（４）提出方法 

ア 事前に電話で日時を予約した上で、介護保険事業課の窓口に、直接提出してください。郵送等

での提出は受け付けません。 

イ 提出書類はＡ４版（図面等はＡ３版可）で作成してください。 

ウ 提出書類は、フラットファイル等を用いて、Ａ４判左穴あけ綴りとし、表紙、背表紙に、「地域 
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密着型サービス事業者公募申請書類（（看護）小規模多機能型居宅介護）」と記載し、法人名を併

記してください。 

エ 部数は、正本１部、副本１部、合計２部ご提出をお願いします。 

（後日、本市が指定する日までに前記の部数の他に副本を提出していただきます。部数について

はその際にお示しします。） 

オ 正本と副本の記載内容が異なることのないようにご注意ください。なお、副本は正本の写しと

し、正本と副本の区別が容易にできるよう、フラットファイル等の表紙に「正」「副」の記載をし

てください。 

カ 正本は、各書類の間に仕切り紙をはさみ、文字表記のインデックスを付けてください。なお、

副本は、印刷用原稿としますので、インデックスを付けず、コピーしやすいものを用意してくだ

さい。（仕切り紙も不要です。） 

キ 提出書類は、通しのページ番号を付けてください。 

ク 仕切り紙や白紙面等はページ数には含めないでください。 

ケ 写真以外は、色は白黒で統一してください。カラーは不可とします。 

コ 様式は、必要に応じて拡大、縮小等の加工は可としますが、左上の「様式○」等は、必ず記載

してください。 

サ 本公募と明らかに関連のない法人等の宣伝活動や営業活動等に係る書類等は、添付しないでく

ださい。 

 

（５）注意事項 

ア 公募申請書は、申請者（運営予定事業者）のみが提出できます。 

イ 他事業者による公募申請の予定地との重複は認められません。公募申請の予定地の重複があっ

た場合には、当該土地の権原を有している方（以下「土地所有者等」という。）が作成した書類（当

該公募申請が土地所有者等が認める唯一の公募申請であることを記載したもの）の提出を求める

ことがあります。同一の土地について、この書類が複数提出された場合（土地所有者等が複数の

事業者に対してこの書類を作成した場合）には、当該同一の土地に係る全ての公募申請を失格と

いたしますので、ご注意ください。 

ウ 必要に応じ、追加資料を求める場合があります。 

エ 公募申請書等の提出に係る費用は、すべて事業者負担となります。 

オ 提出書類は、いかなる理由があっても返却しません。 

カ 令和４年７月２６日（火）までに公募申請書又は公募申込取下書（任意様式。必ず取り下げ理

由を記入してください。）のいずれかを必ず提出してください。 

キ 提出書類に不備・不足があった場合や、応募にあたり不正行為があった場合は、審査の対象外

となる場合があります。（翌年度以降の応募資格を失うこともあります。） 

  ク 提出に当たり、書類の修正や差し替えをお願いする場合がありますので、日程に余裕をもって

提出してください。 

  ケ 原則として、提出締切後は、提出内容の変更はできませんのでご注意ください。 

  コ 以下に例示するもののほか、関係省令・解釈通知などの内容を十分に理解・確認のうえ、応募

してください。 
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必ず以下の条例等について最新のものを確認してください。 

 
（６）公募申請書提出後の注意事項について 

次の行為を行った場合には、審査の対象外となり、失格とされることがあります。（選定後に行為

を行っていたことがわかった場合には、選定を取り消されることがあります。） 

ア 公募申請書を提出した後に事業計画を変更したとき。（軽微な変更を除きます。） 

※ 特に本市の評価に係る部分は、変更しないようにご注意ください。 

イ 応募の書類の内容に重大な不備があり、又は虚偽の記載があるとき。 

ウ 本市の職員に対して、選定評価に係る働きかけを行ったとき。（関係者を通じたものを含みま

す。） 

※ 公募申請書提出後は、選定に係る問合せには応じかねます。関係者を通じた問合せについても同

様です。選定された場合、不選定となった場合のいずれの場合にも、選定結果が決定し次第、速

やかに通知致しますので、通知の到達をお待ちください。 

 

４ 事業者の評価・選定  

（１）選定方法 

事業者の選定は、第１次審査（書類審査）及び第２次審査（ヒアリング審査）による評価により

行います。その後、第１次審査と第２次審査の評価を総合し、あんしんケアセンター等運営部会か

らの意見聴取を踏まえ、選定されます。  

 

（２）評価項目及び評価基準 

ア 第１次審査（書類審査） 

選定における評価は、前述の「１ 公募の概要等 （２）募集概要 オ 募集の要件」を満たして

いることを最低条件として、評価基準に基づく加点方式（１００点満点）とします。 

 評価項目及び評価基準は、別添の「令和４年度（看護）小規模多機能型居宅介護事業者公募評

価項目及び評価基準」のとおりです。この評価項目・評価基準によって加点し、応募事業者を評

価します。応募事業者は各評価項目について自己採点をし、合計点を算出した上で、公募申請書

とともに提出してください。 

イ 第２次審査（ヒアリング審査） 

応募事業者の責任者に対し、事業運営にあたっての事業者の意識等についてヒアリングを行い、

・千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年千

葉市条例第６５号） 

・千葉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年千葉市条例

第６０号） 

・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２６号） 

・指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第

１２８号） 

・厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成２７年厚生労働省告示第９３号） 

・厚生労働大臣が定める基準（平成２４年厚生労働省告示第９６号） 

・指定地域密着型サービスに要する費用の額に算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年３月３１日付

厚生労働省老健局計画課長・振興課長・老人保健課長通知） 
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評価基準に基づき、絶対評価で応募事業者を評価します。 

ウ 重点評価項目 

第１次審査及び第２次審査による評価を行った結果、同点となった場合は、第１次審査の評価

項目のうち重点評価項目（「評価項目及び評価基準」に記載。）の得点が高いものを先順位としま

す。 

 

（３）選定後の流れ 

  ア 選定結果は、公募申請書を提出したすべての事業者に、文書により通知します。 

  イ 選定事業者については、事業者名及びサービス実施地域等を介護保険事業課ホームページ等に

て公開します。 

ウ 補助金の交付を希望する選定事業者は、補助金の交付申請を行い、交付決定があった後に、開

設に必要な準備を行ってください。（交付決定前の備品の購入や改修費用等は、補助対象となりま

せんので、ご注意ください。） 

  エ 選定された後１か月以内に、近隣住民等への説明会等を実施してください。（９ 近隣住民への

説明会等の実施について を参照。） 

オ 選定された事業者は、建築確認申請の前に再度介護保険事業課で図面の協議を行ってください。

その後、速やかに確認申請等の施設整備に着手してください。 

カ 施設整備完了後、人員配置等事業の準備が整った時点で、指定申請を行ってください。現地検

査を含め、前月１５日以前に指定申請を受理した場合、翌月１日に指定を行います。ただし、指

定申請内容審査の結果、指定基準等を満たしていない場合は、指定しません。また、原則、指定

申請書の各事項が評価基準等を下回る場合は、補助事業としての選定を取り消すこととなります。 

 

（４）注意事項 

ア 評価は、提出された様式や図面等をもとに行います。記載に不明確な部分がある場合は、その

事項は評価されない場合がありますので、わかりやすく正確に記載してください。 

イ 原則として、開設後も、第１次審査（書類審査）において加点した評価項目以上の状況を確保

することが選定の条件となります。加点した評価項目以上の状況を確保できない場合は、指導対

象となりますので、十分ご注意ください。 

※ 開設時から概ね３年が経過し、社会情勢の変化等で選定時の評価基準を満たすことが困難となり、

内容の見直しが必要となった場合は、介護保険事業課と協議を行い、了承を得たうえで、必ず利

用者に説明を行い、利用者全員の同意を得てください。 

ウ 審査等の結果、選定事業者を「なし」とする場合もあります。 

 

５ 資金計画について 

（１）資金計画の概要 

（看護）小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護等を設置しようとする場合には、

建設時の資金、施設開所後の運転資金等について、長期・短期の資金計画を立てることが必要です。 

建設時の資金については、法的・制度的補助金のほか、独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉

医療機構」という。）、福祉医療機構と協調融資の覚書を締結した金融機関（以下「協調融資覚書締

結金融機関」という。）からの融資を受けることができますが、総事業費から法的・制度的補助金、

福祉医療機構及び協調融資覚書締結金融機関（場合によっては、民間金融機関）の融資額を除いた

額については、自己資金で補う必要があります。 

 



8 

 

（２）自己資金について 

自己資金については、計画段階で確実な資金を有していることが必要です。 

不動産や有価証券等の売却の対価を自己資金に見込む場合は、売買契約書等により自己資金とし

て確保されていることを確認する必要があります。また、民間金融機関からの融資を自己資金とし

て見込むことはできません。（あくまでも借入として処理を行うこと） 

 

（３）運転資金について 

   事業開始後、介護報酬等が実際に入金されるまでには２～３か月ほどかかるため、運転資金を用

意しておく必要があります。 

   （看護）小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護等を新設する場合、収支予想を

もとに年間事業費を算出し、その１２分の２以上の現金、普通預金又は当座預金等を運転資金とし

てあらかじめ準備していただきます。 

  

（４）福祉医療機構借入金について 

   福祉医療機構からは、低利の融資が受けられますが、実効性のある返済計画を立てる必要があり

ます。借入金の償還財源としては、介護報酬等を充てることになります。 

   借入申込みに当たっては、融資を受けて建築し、又は取得する物件（建物）を担保提供すること

になります。 

 

（５）協調融資覚書締結金融機関からの借入金について 

   福祉医療機構から限度額上限まで借り入れた上で、なお自己資金が不足する場合は、法人運営に

支障をきたさない範囲で借入を認めています。また、担保提供については、福祉医療機構からの借

入と同様に融資を受けて建築し、又は取得する物件（建物）となります。 

   計画書を提出する際には、該当の金融機関にあらかじめ協議を行い、融資が可能である旨の証明

書を取得するようにしてください。 

 

（６）その他 

  上記に示した事項のほか、資金の借入については、必ず福祉医療機構及び各金融機関に確認し、確

実に資金を確保できるようにしてください。 

独立行政法人福祉医療機構 福祉医療貸付部 福祉審査課 融資相談係 

〒105-8486 東京都港区虎ノ門４－３－13 ヒューリック神谷町ビル ９階 

電話 (０３)３４３８－９２９８  

ホームページアドレス https://hp.wam.go.jp/hp/ 
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６ 補助金について  

  （看護）小規模多機能型居宅介護については、県の地域医療介護総合確保基金を活用し、事業所整

備に係る経費について、補助を実施する予定です。併設する認知症対応型共同生活介護事業所整備に

対しての補助等はありません。 

ただし、本補助金は、県との協議により決定されることから、公募途中において、補助単価が変更

される可能性や補助金が交付されない可能性があります。 

補助金額 

（上限額） 
補助対象経費 

839千円×宿泊定員 

開設に係る備品購入費、人件費等 

(例)・特殊浴槽の購入費用 

・利用者情報共有のための端末の購入費用及びシステムの構築費用 

33,600千円 

 

※認知症対応型共同生活

介護事業所を併設する場

合、35,280千円 

建築費 

8,910千円 改修費 

※補助対象は、「選定事業者」です。土地所有者等（選定事業者以外）が建築、改修する場合は、補助対

象外となります。 

※経費により一般競争入札に付すなど市が行う契約手続きの取扱いに準拠する必要があります。 

 

＜補助事業としての注意事項＞ 

（１）補助金を受けて整備した施設・設備（財産）については、補助金交付規則（※１）及び各要綱    

（※２）に基づきその処分（目的に反した使用、譲渡、交換、貸付、担保、取壊しなど）に対して

処分の制限及び処分に係る制限期間（※３）が設けられます。 

 

※１ 補助金交付規則 ・千葉県補助金交付規則   

・千葉市補助金交付規則 

※２ 各要綱         ・千葉県介護施設等整備事業補助金交付金交付要綱 

・千葉市地域密着型サービス等整備事業補助金交付要綱 

・千葉市高齢者施設開設準備補助金交付要綱 

※３ 処分制限期間の例 

  建物：木造又は合成樹脂造のもの 

（店舗用、住宅用、寄宿舎用、宿泊所用、学校用又は体育館用の物） ２２年 

器具及び備品：家具、電気機器、ガス機器及び家庭用品（ベット）   ８年 

 

（２）処分に係る制限期間内に事業の廃止等があった場合は、財産処分の手続きが必要となります。残

存年数に応じて、補助金の全部又は一部の納付を求めることがあります。 
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（３）下記のいずれかに該当する場合は、補助金交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全部又は

一部の返還を求めることがあります。 

 ア 補助目的に反して補助金を使用したとき。 

イ 不正な手段をもって補助金の交付を受けたとき。 

ウ 事業の変更など補助金交付要綱に定める届出の義務に違反したとき。 

エ 補助により取得し、又は効用の増加した財産を市長の承諾を受けることなく補助の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸与し、又は担保に供したとき。 

オ その他、補助金交付要綱の規定に違反したとき。 

 

（４）工事発注等については、一般競争入札に付すなど市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければな

りません。 

 

７ 今後のスケジュール（予定） 

5月 25日（水） 質問受付開始、個別相談受付開始 

6月 13日（月） 質問受付終了（随時回答） 

7月  1日（金） 公募申請書受付開始 

7月 12日（火） 個別相談受付締切 

7月 26日（火） 公募申請書受付締切 

7月 下旬～ 8月 下旬 第１次審査（書類審査） 

9月 初旬 第２次審査（ヒアリング審査） 

9月 下旬～10月 初旬 あんしんケアセンター等運営部会の意見聴取 

10月 中旬～ 公募審査結果の決定 通知・公表 

11月 初旬 
補助金の交付申請 

補助金の交付決定 

11月～ 

建築確認申請等・入札・契約 

工事着手 

完了検査 

令和 5年 3月 15日まで 
指定申請書提出期限 

申請内容審査・現地検査 

令和 5年 4月 1日（要相談） 指定・開設 

 

８ 翌年度以降の公募への応募制限について 

（１）本公募において整備事業者として選定された後、事業者の申し出により事業を辞退した場合、原

則として、辞退日から３年間、小規模多機能型居宅介護事業者又は看護小規模多機能型居宅介護事

業者及び認知症対応型共同生活介護事業者の公募に応募することはできません。 

   なお、県の地域医療介護総合確保基金が交付されないことにより辞退した場合は、翌年度以降、

申請が可能となりますが、改めて審査を受ける必要があります。 

（２）以下の事由に該当する場合、翌年度以降の小規模多機能型居宅介護事業者又は看護小規模多機能

型居宅介護事業者及び認知症対応型共同生活介護事業者の公募への応募を制限することがあります。 

ア 令和４年７月２６日（火）までに公募申請書又は公募申込取下書のいずれかの提出がないとき 

イ 提出書類に不備・不足があった場合や応募にあたり不正行為があった場合に、審査の対象外と
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なったとき 

ウ 開設後、第１次審査（書類審査）において加点した評価項目以上の状況を確保することができ

なくなったとき 

 

９ 近隣住民等への説明会等の実施について 

（１）実施時期（２回） 

  ア 公募申請書提出前 

    これから開始する事業において予定している事業計画について、下記「（３）説明事項・説明図

書」に基づき、近隣住民等へ説明をしてください。なお、その際には選定されるかは未定である

こと及び選定された後に再度具体的な計画を説明する旨を必ず伝えてください。 

イ 公募選定から１か月以内 

    公募申請書提出前に説明をした近隣住民等を対象に、選定されたこと及び今後の事業計画につ

いて、下記「（３）説明事項・説明図書」に基づき説明してください。なお、その際には今後のス

ケジュール等についても説明をしてください。また、近隣住民からの要望等については、可能な

限り対応策を検討していただくようお願いします。 

 

（２）事業計画の説明対象住民と説明範囲 

  事業者は、説明対象住民に事業計画を説明しなければなりません。 

  なお、事業者は説明対象住民に対する事業計画等の説明状況を記載した報告書を提出してください。 

説明対象住民 定義 

近隣住民 
敷地境界線から１０ｍ以内の住民。 

 ※その他、説明を求められた際には説明してください。 

自治会 建設予定地区の自治会長等。 

※ 上記定義においての住民とは、土地所有者・建物所有者・建物占有者を指します。 

 

（３）説明事項・説明図書 

ア 説明事項 

   事業者は、説明対象住民等に下記の事項を説明しなければなりません。 

  （ア）（看護）小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護の概要 

  （イ）建築物の規模、構造及び用途 

  （ウ）建築物の敷地の規模 

  （エ）建築物の敷地内における位置及び周辺の建築物の状況 

  （オ）建築物の工事期間、工法及び周辺への安全対策の概要 

  （カ）その他建築物の建築に伴って生ずる周辺の住環境に及ぼす著しい影響及びその対策 

イ 説明図書 

   事業者は、説明対象住民等に下記の図書を示し、事業計画を説明しなければなりません。 

  （ア）配置図 

  （イ）各階平面図 

  （ウ）立面図（４面） 

  （エ）付近状況図 

  ※ 公募申請書提出前については１回以上、選定後１か月以内については３回以上の訪問を行った

うえで不在の場合は、上記説明図書（ア～エ）を添付した説明事項・連絡先等記載資料の投函を

お願いします。 
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（４）手続きの流れ 

  ア 公募申請書を提出する際に、「近隣説明等報告書」を提出してください。 

イ 選定された後、具体的な事業計画が固まり次第、再度、近隣住民等への説明を実施してくださ

い。その後速やかに、再度「近隣説明等報告書」を提出してください。 

 

（５）近隣説明等報告書に添付する関係図書 

  ア 近隣説明等の際に示した図書（位置図・配置図・各階平面図を除く） 

  イ 付近状況図に、報告書（第２面）の番号を付番した図面 

 

１０ 今後の質問方法 

（１）評価項目及び評価基準、公募全般に係る質問 

評価項目及び評価基準、公募全般に係る質問の取り扱いについては、次のとおりとします。 

ア 質問受付期間 

令和４年５月２５日（水）～令和４年６月１３日（月） 

イ 受付方法 

別紙「千葉市（看護）小規模多機能型居宅介護事業者の公募に関する質問書」に簡潔に記載し、

ＦＡＸ又は e-mailで、記載の問合先まで提出してください。本公募に関し、電話での質問は受付

けません。e-mailで質問する場合は、表題を「千葉市小多機（又は看多機）の公募に関する質問」

としてください。 

ウ 回答方法 

質問受付期間終了後、取りまとめて各事業者に電子メールにて回答します。 

 

（２）個別質問及び相談 

ア 相談受付期間等 

   令和４年５月２５日（水）～令和４年７月１２日（火）（土・日・祝日を除く。） 

午前９時～午後５時 厳守 

イ 個別質問・相談方法 

（ア）本市にお越しいただく際には、必ず電話で日時を調整していただいた上で、介護保険事業課

にお越しください。事前予約のないご相談は受け付けいたしかねますので、あらかじめご了承

願います。 

（イ）提出期限間近は相談件数が多くなるため、早めのご相談をお勧めします。 

（ウ）相談内容を文書化したもの及び相談内容に係る資料（設備に関する基準であれば平面図や配

置図等、運営に関する基準であれば運営規程等）を介護保険事業課に持参してください。なお、

相談に使用した資料は返却しませんので、事業者記録用として、必ず写しを持参してください。 

 

１１ 提出・問い合わせ先 

千葉市 保健福祉局 高齢障害部 介護保険事業課 事業所支援班 

千葉市中央区千葉港２番１号 千葉中央コミュニティセンター１階 

電 話：０４３－２４５－５０６２ 

ＦＡＸ：０４３－２４５－５６２１ 

メール：kaigohokenjigyo.HWS@city.chiba.lg.jp 

ＵＲＬ：https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/kaigohokenjigyo/index.html  
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１２ 参考資料 

（１） 添付書類一覧 

認知症対応型共同生活介護事業所を併設する場合は、認知症対応型共同生活介護分も提出してくだ

さい。 

 

番号 
添付書類 

参考様式 
説明 

１ ・法人定款又は寄付行為 

・法人登記簿謄本 

・法人の沿革 

・当該事業を実施する旨が記載されている定款・

寄付行為（原本証明を行うこと。） 

・当該事業を実施する旨が記載されている登記簿

謄本（発行日から３か月以内のもの。） 

・法人の沿革（任意様式、法人が運営する事業の

実績が具体的にわかるもの。） 

２ 【（看護）小規模多機能型居宅介護】 

・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

（予定） 

「参考様式１」 

・就業規則 

・管理者の経歴 

「参考様式２」 

・介護支援専門員の経歴 

「参考様式２」 

・代表者の経歴 

「参考様式２」 

 

○勤務形態一覧表 

・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間

数（４週間分）を記載。 

※看護小規模多機能型居宅介護事業者が指定訪

問看護事業者の指定を併せて受け、かつ指定看

護小規模多機能型居宅介護と指定訪問看護事

業とが同事業所で一体的に運営する予定があ

る場合は、当該事業所分の勤務表も提出。 

・従業員職種の分類は、次のとおり。 

管理者・介護支援専門員・介護職員・看護職員 

○就業規則 

※所管労働基準監督署の受付印があるものの写

の提出をすること。 

○経歴共通 

・当該事業の就任予定者の住所・氏名・電話番号、

生年月日、主な職歴等。 

・当該事業に関する資格を有する場合は、併せて

記載すること。 

※研修未修了者の場合、修了見込み等について 

記載すること。看護小規模多機能型居宅介護事

業所においては、看護師等を管理者に配置する

場合を除く。 

・その他の注意事項は、「参考様式１」の備考を 

参照のこと。 
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３ 【認知症対応型共同生活介護】 

・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

（予定） 

「参考様式１」 

・就業規則 

・管理者の経歴 

「参考様式２」 

・計画作成担当者の経歴 

「参考様式２」 

・代表者の経歴 

「参考様式２」 

○勤務形態一覧表 

・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間

数（４週間分）を記載。 

・従業員職種の分類は、次のとおり。 

管理者・計画作成担当者・介護従業者 

・従業者は共同生活住居（ユニット）ごとにまと

めて記載すること。 

○就業規則 

※所管労働基準監督署の受付印があるものの写

の提出をすること。 

○経歴共通 

・当該事業の就任予定者の住所・氏名・電話番号、

生年月日、主な職歴等。 

・当該事業に関する資格を有する場合は、併せて

記載すること。 

※研修未修了者の場合、修了見込み等について記

載すること。 

・その他の注意事項は、「参考様式１」の備考を 

参照のこと。 

４ 事業所の位置図等 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

 

・A4版又は A3版で、事業所の位置図、配置 

図、各階の平面図（名称・面積を明示したもの）、 

立面図。 

※記載方法は、「１２ 参考資料（３）地域密着

型サービス事業の公募における平面図等の記

載内容」を参照 

※位置図には、事業所を中心として半径１ｋｍと

半径５００ｍの円、及び周辺にある事業所を記

載すること。 

・計画地の周辺戸数のわかるもの 

※計画地周辺に点在する２１戸以上の住宅等に

色を塗った動態図又は白図 

５ 施設設計及び整備 

計画用地の概要「様式３」 

計画建物の概要「様式４」 

工程表 

登記事項証明書（土地） 

公図 

売買内諾書、賃借内諾書 

・抵当権等の事業存続の支障となりうるような権

利設定がないことが分かる登記事項証明書（発効

日から３か月以内の物） 

※自己所有地以外の場合は、売買内諾書、賃借内

諾書等も添付してください。 

購入まで求めるものではありません。 
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６ 運営規程（案） 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

・下記の内容等について、具体的に定めること。 

（１）事業の目的及び運営の方針 

（２）従業者の職種、員数及び職務の内容（ユニ

ットごと） 

（３）利用定員（ユニットごと） 

（４）指定事業の内容及び利用料その他の費用の     

額 

（５）サービス利用(入居)に当たっての留意事項 

（６）非常災害対策 

（７）虐待の防止のための措置に関する事項 

（８）その他運営にかかる重要事項 

・ 利用料その他の費用の額は、積算も含め具体

的に定めること。 

・ （７）については、市条例において令和６年

３月３１日まで経過措置期間としているため

記載しなくても可能。 

７ 設備・備品等に係る一覧表 

「参考様式５」 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

・当該事業に使用する予定の備品等を記載するこ

と。（１件２万円以上が目安） 

８ 利用者からの苦情を処理するために講ず

る措置の概要 

 

「参考様式６」 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

・下記の事項について、具体的に記載すること 

（１）利用者等からの相談又は苦情等に対応する 

  常設の窓口（連絡先）・担当者の設置 

（２）円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処置

体制・手順 

９ 介護老人福祉施設・介護老人保健施設・病

院等との連携体制及び支援体制の概要 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

・下記の事項について、医療機関や歯科医療機関、 

介護老人福祉施設（介護老人保健施設）等との 

連携・協力体制を、具体的に記載すること 

（１）利用者の病状の急変等の備え等 

（２）共同生活住居からの退去者に対するサービ 

ス提供確保のための連携・支援体制 

（３）夜間における緊急時の対応等のための連

携・支援体制 

※医療機関等との契約書（写）は不要。 
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１０ 誓約書 

「参考様式９」 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

 

・別紙⑥、別紙⑧も添付すること。 

１１ 役員の氏名等 

「参考様式９－２」 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

・「参考様式９－２」の備考を参照。 

１２ 運営推進会議の構成員 

「参考様式７」 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

分も提出すること。 

 

・構成員が未定の場合は、依頼予定者の構成区分

や職名等のみ記載すること。なお、千葉市の職

員は構成員に含めず、あんしんケアセンター

（千葉市地域包括支援センター）の職員を構成

員として含めてください。 

１３ 近隣説明等報告書 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、（看護）小規模多機能型居

宅介護及び認知症対応型共同生活介護の

近隣説明等を行うこと。 

 

添付書類 

・近隣説明等の際に示した図書 

・付近状況図に報告書（第２面）の番号を付した

図面 

１４ 評価項目及び評価基準 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

事業所を含めた評価項目もあるので注意

すること。 

 

 

・各評価項目について自己採点し、合計点を算出

したもの 

・評価点を付けた根拠（ページ数）も記載してく

ださい。 

１５ 運営方針等提案書 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

事業所を含めた記載項目もあるので注意

すること。 

・各設問について、考え方をわかりやすく、具体

的に記述すること。 
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１６ 資金計画総括表「参考様式８」 

機構借入算出内訳書「参考様式１０」 

直近３年決算書及び財産目録 

預金残高証明 

融資証明書 

設計監理費、工事費等見積書 

「参考様式１１」 

設備整備費見積書 

施設種別工事費等内訳明細表 

「参考様式１２」 

部屋別面積表 

借入金償還計画表 

「参考様式１３」 

収支見込計算書 

設置年度事業計画書 

 

※認知症対応型共同生活介護事業所を併

設する場合は、認知症対応型共同生活介護

も含め提出すること。 

 

各参考様式を参照 

機構借入算出内訳書「参考様式１０」 

※福祉医療機構から借入を行う協議承諾書があ

る場合に限る。（協議中と分かる資料を添付す

ること。） 

融資証明書 

※協調融資覚書締結金融機関からの協調融資及

び金融機関から融資を受ける場合。 

施設種別工事費等内訳明細表「参考様式１２」 

※主体工事費には本体工事費、工事事務費には設

計監理費、その他工事費には外構工事費等を記載

してください。 

収支見込計算書 

※令和５年度から５年間 

１７ 施設の運営実績 

施設の運営実績及び監査結果 

「参考様式１４」 

監査結果通知（写） 

指摘事項改善報告書（写） 

施設の運営実績及び監査結果 

「参考様式１４を参照」 

監査結果通知（写）及び指摘事項改善報告書 

※過去３年間分の資料を添付してください。 
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（２）（看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所立地イメージ 

 

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所（以下「事業所」とい

う。）は、利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地または住宅地

と同様に利用者の家族や地域との交流の機会が確保される地域にあることを条件とします。 

 

＜具体的な立地条件＞ 

１ 設置しようとする事業所を含む半径１００ｍの区域内に２１戸以上の住宅等建築物があること。 

２ 設置しようとする事業所を含む片側３０ｍ、延長５００ｍの区域内に２１戸以上の住宅等があるこ

と。 

３ 区域の境界付近にある住宅等については、区域線に当該住宅等の一部が含まれる場合、この住宅等

を加えることができる。 

４ 適用に当たっては、円形、線形いずれかの方法を選択できるものとする。 

 

 

＜具体的な立地条件のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

○○駅 

半径１００ｍの 
区域内に、２１ 
戸以上の建築 
物があること。 

事業所 
 

事業所 
 

片側３０ｍ、延長５００ 
ｍの区域内に、２１戸 
以上の建築物がある 
こと。 

建物が、半径１００ｍ 
の中にある場合、区 
域内の建物にカウン 
トできる。 

建物が、片側３０ｍ、 
延長５００ｍの区域内 
にある場合、区域内の 
建物にカウントでき 
る。 
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（３）地域密着型サービス事業の公募における平面図等の記載内容 

 

ア 位置図（都市図） 

方位、道路（進入路）、目標となる地物 

※上記の他、事業所を中心として半径１ｋｍと半径５００ｍの円を描き、その円内に所在する（看

護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所を記載すること。 

 

イ 配置図 

縮尺、方位、敷地境界線、道路境界線、道路名称、道路幅員、敷地内及び境界線内外の高低差、

敷地内の建築物の位置、建築物と境界線までの距離、擁壁の位置、外構計画（駐車場、避難経路

を含む）、設備機器（受水槽、浄化槽）の配置、汚水・排水の最終枡の位置 

 

ウ 各階平面図 

縮尺、方位、間取、各諸室の名称及び設備（消防設備を含む）、開口部の区別、併設区分図、

各階の床面積、各諸室の面積（有効面積）「一覧表でも可」、廊下幅の寸法（有効）、バルコニー

幅の寸法（有効）、手すりの設置表示※想定する避難経路、家具等の記載をしてください。 

 

エ 立面図 

縮尺、開口部の位置、屋外階段の位置、建築物の高さ、建築基準法に基づく斜線 

 

オ その他 

計画地の周辺戸数のわかるもの 

※計画地周辺に点在する２１戸以上の住宅等に色を塗った動態図又は白図 

（「（看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所立地イメージ」参照） 
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（４）（看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所等の設計上配慮すべ

き事項 

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所等の設備基準について

は、「千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２

４年千葉市条例第６５号）等で示されているところですが、その他以下の項目について、特に設計上ご

配慮くださいますよう、よろしくお願いします。 

Ａ 建築内部 

１ 玄関について 

 項目 備考欄 

① 出入口での段差がないこと。  

② 出入口の幅は有効で９０ｃｍ以上確保 

し、扉の形状は引戸であること。 

 

③ 適切な位置に手摺りを設けること。  

④ 利用者の安全性・防犯性に配慮してある 

こと。 

出入口に事務所等を配置することで、管理が

できること。 

 

２ 廊下等について 

 項目 備考欄 

① 両側に連続した手摺りを設けること。 階段も同様の配慮をすること。 

② 共用トイレ・洗面所の前面に常夜灯を 

設置すること。 

 

③ 廊下幅は 1.5ｍ以上確保すること。 中廊下の幅は有効で 1.8ｍ以上確保するこ

と。 

 

３ トイレについて 

 項目 備考欄 

① ナースコールを設けること。  

② 照明はセンサー方式の点灯とすること。  

③ 共用トイレの個数は、入所者（宿泊者）の 

1/3個以上とすること。 

 

④ 共用トイレの１以上は車イスで利用 

しやすい十分な空間を確保すること。 

概ね２．９㎡以上が好ましい 

 

４ 洗面所について 

 項目 備考欄 

①  洗面所のうち、１ヵ所は手すりを設けるこ

と。 

 

② 水栓金具はセンサー方式とすること。  

③ 車椅子で使用可能のものとすること。  
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５ 宿泊室について 

 項目 備考欄 

① 出入口は引戸とすること。 出入口の幅は有効で９０ｃｍ以上とするこ

と。 

② ナースコールを設けること。  

③ 宿泊室の配置は、日照、採光、換気等 

利用者の保健衛生に十分考慮すること。 

北側宿泊室はあまり望ましくない。 

④ 面積については有効 9.9 ㎡以上であるこ

と。 

千葉市条例では 7.43㎡以上と規定。 

プライバシーの確保に配慮すること。 

⑤ すべて個室とすること。  

⑥ すべての宿泊室に収納スペース（固定式の

収納設備）を設けること。 

収納スペースは、有効面積に含めないこと。 

 

６ 居間・食堂について 

 項目 備考欄 

① 廊下を共有している場合は、廊下の幅員 

を確保して家具を配置すること。 

（看護）小規模多機能型居宅介護では、千葉

市条例では３㎡に通いサービスの利用定員

に乗じて得た面積以上と規定（千葉市独自基

準）。 

② 適切な位置に手摺りを設けること。  

③ キッチンは対面式であること。  

④ 加熱調理機器はＩＨ調理器であること。  

 

７ 浴室・脱衣室 

 項目 備考欄 

① 適切な位置に手摺りを設けること。  

② ナースコールを設けること。  

③ 脱衣室の広さが十分であること。 椅子などの設置が望ましい。 

④ 浴室は、二方向介助が可能な広さを確保 

してあること。 

有効３．８㎡以上の広さが望ましい。 

 

８ その他 

 項目 備考欄 

① 汚物処理室を設けること。 汚物流し設備を設けること。居間・台所を

通らずに汚物を建物外に搬出できること。 

② 職員休憩室を設けること。  

③ 
２階建以上の場合は、内階段を設けること。

また、廻り階段にはしないこと。 

 

④ ２階建以上の場合は、エレベーターを 

設けること。 

形状は問わない。 
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⑤ 腰部分がガラスの場合は、網入りガラス・強

化ガラスで安全対策を講じること。 

 

⑥ 間仕切りなどにカーテンは使用しないこと。  

⑦ 地域交流スペースを設けること。  

⑧ 事務室と相談室（相談スペース）を設けるこ

と。 

千葉市条例（独自基準）で専用の区画を設

けることを規定。 

 

Ｂ 外部 

１ 避難経路 

 項目 備考欄 

① 有効幅が１．５ｍ以上であること。  

② 勾配がある場合は 1/12以下とすること。  

③ 非常口の鍵は、非常発生時に速やかに 

解錠できること。 

 

④ 災害等の緊急時のため、２方向に避難路 

を確保してあること。 

 

⑤ ２階以上の場合、２以上の直通階段を 

設けること。 

 

 

２ 駐車場 

 項目 備考欄 

① 従業員及び利用者家族が利用するため 

のものが充分に確保されていること。 

 

 

Ｃ その他 

 項目 備考欄 

①  小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症

対応型共同生活介護の連絡会に積極的に参

加すること。 

 

②  非常用自家発電設備（設置型）又はポータブ

ル発電機を整備すること。 

 

③  １戸建ての場合、その建物に全ての設備等を

備えていること。 

別棟は原則同一建物とはみなしませんが、屋

根があり外から遮断している廊下等で実質

的に建物が連結されている場合や、建物は分

かれているがドアで接続されている実態を

判断して、同一建物と見なす場合がありま

す。（物理的に離れている場合は同一建物と

見なしません。） 

④  感染症対策のため、十分な換気が可能である

こと。 
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（５）地域密着型サービス事業者の公募に係る主な過去の質問内容 

№ 質問内容 回答内容 

1 

施設建物賃貸借について、運営法人 

と建物賃借の名義法人が別でも構わな 

いのか。（例えば、グループ関係にあ 

り、資本・人的に関係が有り、ホールデ

ィング会社の傘下に共にある関係の場

合など） 

 実質的に二者間の契約関係と同一視できる契約関係

があっても、運営法人が、直接、土地等の所有者と賃

貸借契約を結ぶこと。 

  

2 

記入役員に関し、本社は、介護事業の

他、複数の事業展開を行っている。当欄

の記入役員について、本件介護事業に関

する事業部執行役員及び代表取締役の

記入でよいのか。それとも法人全体の役

員等の記載が必要か。 

介護保険法第 78条の 2第 4 項及び第 115条の 12第

2項各号において、除外する規定がないため、役員す

べての記載をすること。 

3 

評価項目「資産状況・収支状況」につ

いて、当社は、持株会社と連結決算を行

っており、連結財務諸表及び個別財務表

があるが、評価はどのように行われるの

か。 

介護保険事業の安定性を評価の対象としているた

め、貴社の個別財務諸表の内容を評価し、連結財務諸

表は評価の対象としない。 

4 

事前に申込みをした事業者（法人）と、

今回、公募申請をする事業者（法人）を

変えることは可能か。（例えば関連グル

ープ内の別法人で申請することは可能

か。） 

公募申込事業者と公募申請事業者は同一の法人であ

ること。 

5 

近隣説明は、選定事業者の決定後に行

えばよいのか。 

公募申請書等を提出するまでに、事業に対する説明

を自治会等に行うなどし、事業に対する理解を得るこ

と。 

6 

公募申請書等の提出期限までに、事業

用地の確保等ができず、応募できない場

合も、取下書が必要か。 

必要である。 

7 

応募時に管理者に配置することとし

て応募書類に記載された者を、指定申請

時に別の者に変更することは可能か。 

原則として応募時と指定申請時の内容は同一である

こと。しかし、職員の退職等のやむを得ない事情によ

り、指定申請時に応募時と同じ者を配置することが不

可能である場合、法令基準で求められる資格や経験等

を有する者を配置することで足りることとする。この

場合、職員の退職等の事情が発生した時点で、介護保

険事業課に報告を行うこと。 
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8 

選定事業者として決定される前に、運

営推進会議の構成員を依頼する必要は

あるか。 

応募時には、運営推進会議の構成員が未定の場合、

依頼予定者の構成区分や職名等を記載すれば足りるこ

ととする。選定事業者決定前に構成員に依頼を行う場

合は、選定されない可能性があることを伝えること。 

 なお、運営推進会議の構成員に係る依頼とは別に、

地域住民への説明は、公募申請書類の提出までに必ず

行うこと。 

9 

借地で、抵当権又は根抵当権が付いて

いる場合の対応は。抵当権又は根抵当権

の抹消の確約書等の提出をもって応募

を受け付けることは可能か。 

借地で、抵当権又は根抵当権付きの土地上に施設を

建築した場合、抵当権の実行により施設の運営に支障

が出てくるおそれがあるので、抵当権又は根抵当権が

付いている土地での公募の申請は認めない。ただし、

土地の取得時（賃貸借契約締結時）に確実に抹消でき

るのであれば、抵当権抹消の確約書等の提出をもって

申請を受け付ける。 

10 

既にグループホームが所在している

近隣の土地に新たにグループホームを

開設することは可能か。 

開設後に必要とされる地域住民との交流などに支障

が生じない範囲での開設は、可能である。 

11 

５階建ての３、４、５階を（看護）小

規模多機能型居宅介護及び認知症対応

型共同生活介護としてよいか。 

（看護）小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型

共同生活介護の設備基準に適合し、利用者の安全と安

心が図られるのであれば可能である。 

12 

千葉市内の既存小規模多機能型居宅

介護事業所の利用料金を知りたい。 

各事業所の利用料金は、指定申請書類の一部として

提出されたものであり、公表することを前提としてい

ないことから、市からお示しすることはできない。 

13 

事業用に新しく事務所を構える予定

だが、公募申請書提出時までに賃貸借契

約を締結しなければならないのか、契約

予約等で可能なのか。 

また、契約予約の場合、どのような書

類が必要か。 

公募申請時において、賃貸借契約を締結する必要は

ない。ただし、賃貸借予約契約書等の提出が必要にな

る。 

また、購入する場合においても選定前に購入する必

要はないが、売買確約書等の提出が必要となる。 

14 

補助金を活用する場合、整備に係る施

工業者や、備品等の購入先事業者は、市

内事業者以外は認められないのか。 

原則市内事業者又は準市法人とすることを条件とす

る。なお、本市が行う契約手続の取扱いに則り、原則

一般競争入札とする。 

15 

建物賃貸借契約を所有者と結び、公募

申請を行うことは可能か。 

建物賃貸借契約された物件で公募申請を行うことは

可能である。建物の賃貸借期間が賃貸借契約において

１０年以上あることを条件とする。 

なお、本市の補助金交付は、選定事業者に対し補助

を実施するため、土地所有者や建物所有者が負担した

建築費や改修費は補助対象外である。 

 


